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１ 企業集団の現況に関する事項

(1) 主要な事業内容
 

セグメント区分 主要な製品・事業内容

情報コミュニケーション
週刊誌、月刊誌、季刊誌、単行本、全集、教科書、ポスター、カレンダー、広告宣伝媒体
および装飾展示等の企画・制作、電子書籍等

情報セキュリティ 各種ビジネスフォーム、証券類、各種カード、データプリント、BPO等

生活・産業資材 紙器、軟包装用品、各種チューブ、金属印刷、建材用品印刷、電子機器部品、高機能材料等

その他 物流業、不動産管理業等

 

(2) 主要な営業所および工場等

本 店 東京都文京区小石川四丁目14番12号  

営 業 所 本社営業所 （東京都文京区）

 交通媒体事業部（関西） （大阪市中央区）

 共同印刷西日本㈱営業第一部 （名古屋市中村区）

 共同印刷西日本㈱営業第二部 （大阪市中央区）

 共同日本写真印刷㈱ （東京都文京区）

 共印商貿（上海）有限公司 （中華人民共和国上海市）

工 場 等 小石川工場 （東京都文京区）

 五霞工場 （茨城県五霞町）

 越谷工場 （埼玉県越谷市）

 ㈱コスモグラフィック 苫小牧工場 （北海道苫小牧市）

 鶴ヶ島工場 （埼玉県鶴ヶ島市）

 川島ソリューションセンター （埼玉県川島町）

 共同印刷西日本㈱京都工場 （京都府久御山町）

 共同エフテック㈱ （名古屋市西区）

 小田原工場 （神奈川県小田原市）

 相模原工場 （神奈川県相模原市）

 和歌山工場 （和歌山県有田川町）

 守谷工場 （茨城県守谷市）

 共同NPIパッケージ㈱ （茨城県守谷市）

 常磐共同印刷㈱ （茨城県北茨城市）

 KYODO PRINTING（VIETNAM）CO.LTD. （ベトナム社会主義共和国ドンナイ省）

 PT Arisu Graphic Prima （インドネシア共和国スラバヤ市）
 

(注) 当社の主要な営業所および工場等には、当社の主要な子会社が含まれています。
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(3) 従業員の状況

① 企業集団の従業員の状況
 

セグメント区分 従業員数（名） 前連結会計年度末比増減（名）

情 報 コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン 930 6

情 報 セ キ ュ リ テ ィ 759 20

生 活 ・ 産 業 資 材 709 83

そ の 他 259 △2

全  社 （ 共 通 ） 397 △6

合 計 3,054 101

 
② 当社の従業員の状況

 
従業員数（名） 前事業年度末比増減（名） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年）

1,905 8 42.4 17.4
 
(注) 1. 従業員数は就業人員（企業集団外からの出向者を含み、企業集団外への出向者は含まず）であり、臨時従業員

(派遣社員、パートタイマー等）は含まれていません。

2. 全社（共通）として記載されている従業員数は管理部門および研究開発部門に所属しているものであります。

 
(4) 主要な借入先

 
借 入 先 借入残高（百万円）

株式会社みずほ銀行 2,500

三井住友信託銀行株式会社 1,166
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２ 会社の株式に関する事項

(1) 発行可能株式総数 36,080,000株

(2) 発行済株式の総数 9,020,000株

(3) 株主数 4,643名

(4) 大株主の状況（上位10名）
 

株 主 名 所有株式数（千株） 出資比率（％）

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 1,244 14.17

日本マスタートラスト信託銀行株式会社
(退職給付信託口・DIC株式会社口）

854 9.73

東京インキ株式会社 583 6.65

日本マスタートラスト信託銀行株式会社 295 3.36

株式会社みずほ銀行 283 3.22

東洋インキSCホールディングス株式会社 216 2.47

DFA INTL SMALL CAP VALUE PORTFOLIO 211 2.40

朝日生命保険相互会社 200 2.28

共同印刷従業員持株会 180 2.06

三井住友信託銀行株式会社 148 1.69
 
(注) 1. 当社は自己株式を237,348株保有していますが、上記大株主の状況からは除外しています。

2. 持株比率は自己株式を控除して計算しています。

3. 当社への出資状況の持株数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりです。

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社1,244千株

4. 日本マスタートラスト信託銀行株式会社退職給付信託口の持株数854千株は、DIC株式会社から同信託銀行へ退

職給付信託として信託設定された信託財産です。信託約款上、当該株式の議決権はDIC株式会社が留保してい

ます。
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３ 会社の新株予約権等に関する事項

(1) 当事業年度末日に当社役員が保有する新株予約権等の状況

該当事項はありません。

(2) 当事業年度中に使用人等に交付した新株予約権等の状況

該当事項はありません。

(3) その他新株予約権等に関する重要な事項

2014年11月26日開催の当社取締役会決議に基づき発行した2019年満期円貨建転換社債型新株予約権付社債の概要

は以下のとおりです。
 
発行日 2014年12月12日

新株予約権の数 1,000個

新株予約権の目的である株式の
種類および数

本新株予約権の目的である株式の種類は普通株式とし、その数は行使請求に係る本
社債の額面金額の総額を転換価額で除した数とする。但し、本新株予約権の行使に
より生じる１株未満の端数は切り捨て、現金による調整は行わない。

新株予約権の払込金額 本新株予約権と引換えにする金銭の払込みは要しない。

新株予約権の行使に際して出資
される財産の内容およびその価
額

本新株予約権の行使に際しては、各本社債を出資するものとし、当該本社債の価額
は、当該本社債の額面金額と同額とする。
転換価額は、4,370円とする。但し、転換価額は本新株予約権付社債の要項に従
い、調整されることがある。

新株予約権の行使期間
2014年12月24日から2019年11月28日の銀行営業終了時（行使請求受付場所現地時間)
までとする。

新株予約権の行使条件 各本新株予約権の一部行使はできないものとする。
 
(注) 2017年10月１日付で行った10株を１株とする株式併合により、｢新株予約権の行使に際して出資される財産の内容

およびその価額」は調整されています。
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４ 会社役員に関する事項

(1) 責任限定契約の内容の概要

当社は定款に取締役（業務執行取締役等である者を除く）および監査役との責任限定契約に関する規定を設けて

います。当該定款の規定に基づき、当社が社外取締役および社外監査役全員との間で締結した責任限定契約の内容

の概要は次のとおりであります。

（社外取締役および社外監査役の責任限定契約）

社外取締役および社外監査役は本契約締結後、会社法第423条第1項の損害賠償責任について、善意でかつ重大な

過失がないときは法令が定める額を限度としてその責任を負担する。

(2) 社外役員に関する事項

① 他の法人等の業務執行者との重要な兼職状況

該当事項はありません。

② 他の法人等の社外役員等との重要な兼職状況

取締役 髙岡美佳氏は、株式会社TSIホールディングスの社外取締役および株式会社モスフードサービスの社外

取締役およびSGホールディングス株式会社の社外取締役ならびにユニー・ファミリーマートホールディングス株

式会社の社外監査役を兼務しています。なお、当社は、株式会社TSIホールディングスおよび株式会社モスフード

サービスおよびSGホールディングス株式会社ならびにユニー・ファミリーマートホールディングス株式会社との

間に特別の関係はありません。

監査役 公文敬氏は、大成温調株式会社の社外取締役を兼務しております。なお、当社は大成温調株式会社と

の間には特別の関係はありません。

③ 特定関係事業者との関係

該当事項はありません。

④ 当事業年度における主な活動状況

取締役 髙岡美佳氏は当事業年度開催の取締役会18回のうち16回出席し、また、取締役 内藤常男氏は当事業

年度開催の取締役会18回のうち17回出席し、幅広い視点から経営全般に対する質問、助言を行うとともに、取締

役会の意思決定に参画しております。

監査役 公文敬氏は当事業年度開催の取締役会18回のうち18回出席、監査役会14回のうち14回出席し、また、

監査役 徳岡卓樹氏は当事業年度開催の取締役会18回のうち18回出席、監査役会14回のうち14回出席し、適宜取

締役会の意思決定の適正性を確保するための質問、助言を行っております。

⑤ 親会社または当該親会社の子会社の役員を兼務している場合の親会社または子会社からの役員報酬等の総額

該当事項はありません。
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５ 会計監査人の状況

(1) 当社の会計監査人の名称 仰星監査法人

(2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

① 当社の当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

公認会計士法（昭和23年法律第103号）第2条第1項の業務に係る報酬等の額 38百万円

② 当社および子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 40百万円
 

(注) 1. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査

報酬を区分しておらず、実質的にも区分できないため、上記の金額にはこれらの合計額を記載しておりま

す。

2. 当社監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況および報酬見積の算出根拠等が

適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の額について同意の判断を

いたしました。

3. 当社の子会社である共印商貿（上海）有限公司、KYODO PRINTING（VIETNAM）CO.LTD.、 PT Arisu

Graphic Primaは、当社の会計監査人以外の監査法人の監査を受けております。

 

(3) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針

監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合は、会計監査人の解

任または不再任に関する議案を決定し、取締役会は当該決定に基づき、当該議案を株主総会に提出いたします。

また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第1項各号に定める項目に該当すると認められる場合は、監査役

全員の同意に基づき、監査役会が会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後

最初に招集される株主総会において、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。

 
６ 業務の適正を確保するための体制（内部統制システム）および当該体制の運用状況

(1) 業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要

当社は2006年５月２日開催の取締役会において内部統制基本方針を決議しており、その内容は以下のとおりであ

ります｡（最終改定 2016年６月29日）

 

内部統制基本方針

 

当企業グループは「印刷事業を核に、生活・文化・情報産業として社会に貢献する」を経営理念として掲げている。

経営理念の実現と企業グループの持続的発展に向けて、業務の適正および有効性を確保するために内部統制システムを

一層充実させて、公正で信頼される企業グループを目指す。

 

1. 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

当企業グループは企業行動憲章、倫理綱領を定め、すべての取締役が自己規律をもって、これらを遵守する。取

締役の職務執行の適正については、監査役会の定める監査の方針に従い、各監査役の監査対象とするほか、取締役

が他の取締役の法令・定款違反行為を発見した場合は、直ちに監査役会および取締役会に報告し、その是正を図る

ものとする。
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2. 取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

当企業グループは取締役会議事録、重要決裁文書その他取締役の職務の執行に係る文書の保存を定款、文書保存

管理規程の定めるところに従い、適切に保存・管理する。

3. 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

損失の危険の管理については、取締役の監督のもと各部門が権限の範囲内で日常的なリスク管理を行う。「内部

統制委員会」「品質保証委員会」「製品安全委員会」「情報セキュリティ委員会」などが連携をとり、潜在リスク

の洗い出しと課題解決を推進し、リスク発生の抑制に努める。不測の事態が発生した場合は、「危機管理委員会」

を開催し、担当執行役員が委員長となって、関連部門と連携して問題解決を図る。

4. 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保する体制の基礎として、毎月一回の定例取締役会と必要に応

じて開催する臨時取締役会で重要事項の決定および業務執行状況の監督を行う。さらに、取締役会の監督機能の維

持、向上と業務執行の責任と権限を明確にするため執行役員制度を導入し、常務執行役員以上で構成される経営執

行会議を週一回開催し、取締役会付議事項の立案と取締役会の決定した基本方針に基づく業務執行のため、機動的

な審議を行う。取締役会の決定した業務執行については、職務権限規程、組織分掌規程により、適正かつ効率的に

行われるよう体制の整備に努める。

5. 従業員の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制

従業員の法令・規程などの遵守は、各部門が権限の範囲内で日常的な管理を行うとともに、「企業倫理委員会」

を設置し、企業倫理の浸透を図る。

また、担当執行役員を委員長とする「内部統制委員会」のもとで内部統制システムを構築し運用する。

企業行動憲章、倫理綱領に違反する行為を発見した場合の社内通報システムとして「倫理相談室」を設置して、

その窓口とする。

内部監査については、業務執行機関と分離・独立した監査室により、計画的に内部監査を行い法令遵守や業務適

正の点検・改善を行う。

6. 当企業グループにおける業務の適正を確保するための体制

コンプライアンス体制と内部統制システムの構築・運用については、その範囲を当企業グループ全体とし、担当

執行役員の指導のもと業務の適正を確保し、効率化を推進する。

また、監査役、監査室はそれぞれの立場で関係会社を監査し、改善策の策定を求めることとする。

7. 監査役の職務を補助すべき従業員と、当該従業員の取締役からの独立性に関する事項、および当該従業員に対する

監査役指示の実効性の確保に関する事項

監査役がその職務を補助すべき従業員を求めた場合は、当該職務にあたる従業員を置くこととする。その人事に

ついては監査役会の同意を得る。

また、当該従業員は専任とし、監査役の指示に基づき職務を遂行する。

8. 取締役および従業員が監査役に報告をするための体制、監査役への報告をした者が当該報告をしたことを理由とし

て不利な取扱いを受けないことを確保する体制、およびその他監査役への報告に関する体制

当企業グループの取締役および従業員は、会社に著しい損害を及ぼす恐れのある事実を発見した時は、法令およ

び規程に従い、監査役会に報告する。その場合、内部通報規程の定めにより報告者が不利な取扱いを受けることは

ない。

また、監査役は監査室が行った監査の報告を受け、指導・助言を行う。
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9. 監査役の職務の執行について生ずる費用の前払い又は償還の手続その他の当該職務の執行について生ずる費用また

は債務の処理に係る方針に関する事項

監査役会は、監査役がその職務を遂行するうえで必要と認める費用について、予算を計上できるものとする。さ

らに、緊急または臨時に支出した費用についても、会社に請求できるものとする。

10. その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

監査役は、取締役会出席や稟議書など重要書類の閲覧を通じて、重要な意思決定の過程および業務の執行状況を

把握し、必要に応じて取締役、従業員など関係者にその説明を求めることとする。

11. 反社会的勢力を排除するための体制

当企業グループは企業行動憲章に基づき、健全な社会秩序の維持を重視し、市民社会の秩序や安全に脅威を与え

る反社会的勢力および団体とは一切関係を持たない。そのために、弁護士、警察当局等の外部専門機関との緊密な

連携を強化し、倫理綱領を通して反社会的勢力排除の徹底を図る。

 

(2) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

当社では、｢内部統制基本方針」に基づき、企業グループの業務の適正を確保するための体制整備とその適切な運

用に努めており、当事業年度における主な運用状況の概要は以下のとおりであります。

 

① 取締役の職務の執行が法令および定款に適合し、効率的に行われることを確保するための体制に関する運用状

況

当企業グループは企業行動憲章、倫理綱領を定め、すべての取締役が自己規律をもって、これらを遵守して

います。当社の取締役会は、社外取締役２名を含む取締役８名で構成され、監査役４名も出席する毎月一回の

定例取締役会および必要に応じて開催する臨時取締役会で重要事項の決定および業務執行状況の監督を行いま

した。取締役会の決定した業務執行については、職務権限規程、組織分掌規程により、適正かつ効率的に行わ

れるよう体制の整備に努めています。また、取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理については「文

書保存管理規程」の定めるところに従い、適正に保存し管理しています。

② 損失の危険の管理に関する規程その他の体制に関する運用状況

当社は「内部統制委員会」｢品質保証委員会」｢製品安全委員会」｢情報セキュリティ委員会」などが連携をと

り、潜在リスクの洗い出しと課題解決を推進しリスク発生の抑制に努めました。特に情報セキュリティにおい

ては、業務の安全性と信頼性を確保するために顧客から預かった個人情報を適切に保護および管理するための

「作業環境セキュリティ基準運用細則」を定めて、定期的に判定を行いました。また、個人情報を含めた会社

内の機密情報の漏えい防止体制の構築に向けた社員教育、監査等を実施しました。

③ 従業員の職務の執行が法令および定款に適合することを確保する体制に関する運用状況

当社は、「企業倫理委員会」を定期的に開催し、法令・社内規程等の遵守状況を点検した上で、コンプライ

アンスに関する施策などを立案・審議し、教育、周知、啓蒙活動を推進しています。また、法令違反や企業倫

理綱領に反する行為の早期発見と是正のための相談窓口を設置しています。

内部監査については、業務執行機関と分離・独立した監査室が代表取締役社長の承認を受けた年間監査計画

に基づき、法令・社内規程等の遵守状況について、各部門およびグループ会社を対象とする監査を実施し、そ

の結果および指摘事項に対する改善状況を代表取締役社長および監査役に報告しました。

④ 当企業グループにおける業務の適正を確保するための体制に関する運用状況

グループ会社については、｢関係会社管理規程」に基づき、重要な事項を当社取締役会等において審議し、ま

た、監査役、監査室はそれぞれの立場で関係会社を監査することでグループ会社の適正な業務運営および当社
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による実効性のある管理の実現に努めました。

⑤ 監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制に関する運用状況

監査役は、監査方針を含む監査計画を策定し、月１回の定例監査役会に加えて適宜臨時監査役会を開催し監

査役間の情報共有に基づき会社の状況を把握し、必要な場合は提言の取りまとめを行いました。さらに、取締

役会に出席するとともに、取締役、また従業員との定期連絡会にて対話を行い、監査室・会計監査人と連携し、

取締役および従業員の職務の執行状況を監査しました。

常勤監査役は、主要な稟議書の回付を受け取締役および従業員の職務の執行状況を監査するとともに、企業

倫理委員会や内部統制委員会等の報告を受け、必要な場合は意見を述べています。

 
７ 財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針等

当社は、2007年４月25日開催の取締役会において、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関

する基本方針を決定いたしました。さらに同取締役会にて当社株式の大量買付行為への対応策の内容を決定し、2007

年６月28日開催の第127期定時株主総会において承認を得て導入し、直近では2016年６月29日開催の第136期定時株主

総会において継続の承認を得て更新しております。当社株式の大量買付行為への対応策（買収防衛策)（以下「本プラ

ン」といいます｡）の概要は以下のとおりであります。

なお、詳細につきましては当社ウエブサイト（https://www.kyodoprinting.co.jp/）のIR情報－買収防衛策の項に

掲示しております。

 

(1) 基本方針の内容の概要

上場会社である当社の株式は、株主、投資家の皆様による自由な取引が認められており、当社の支配権の移転を

伴う買付提案がなされた場合においても、これに応じるか否かは最終的には株主の皆様の自由な意思により判断さ

れるべきであると考えます。

しかしながら近年わが国の資本市場においては、対象となる企業の経営陣の賛同を得ずに、一方的に大量買付提

案またはこれに類似する行為を強行する動きが顕在化しています。こうした大量買付の中には、対象会社の企業価

値および株主共同の利益に資さないものも少なくありません。

当社の財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方としては、当社の企業理念、さまざまな企業価値の源

泉を十分に理解し、当社の企業価値および株主共同の利益を中長期的に確保、向上させるものでなければならない

と考えております。従いまして、企業価値および株主共同の利益を毀損するおそれのある不適切な大量買付提案ま

たはこれに類似する行為を行う者は、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者として不適切であると考え

ます。

(2) 基本方針の実現に資する特別な取組みの概要

当社の企業価値の源泉は、長い歴史の中で築き上げてきたお客様との信頼関係、お客様のニーズを形にするため

の高いノウハウと技術を持つ従業員、そして株主・取引先や地域社会等の皆様からの継続的なご支援です。当グル

ープは、経営理念「印刷事業を核に、生活・文化・情報産業として社会に貢献する」の実現に向けてグループ経営

ビジョンを制定しています。その中で「誠実なコミュニケーションと市場をリードする技術力でお客様の思いをカ

タチにし、新たな価値を創出し続ける企業グループ」を将来ありたい姿として掲げ、お客様を支えながら共に成長

する企業グループとして今後も邁進してまいります。営業・製造・技術・管理などあらゆる部門で働く従業員一人

ひとりが「お客様第一」の視点に立ち、企画提案力と独自技術、徹底した品質管理に支えられた付加価値の高い製

品・サービスを幅広い業界のお客さまに提供し続けることで、顧客満足度を向上させるとともに、市場での評価を

高め、当社の目指す豊かな未来の実現に取り組んでまいります。
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(3) 当社株式の大量買付行為への対応策（基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針の決
定が支配されることを防止するための取組み）の概要
本プランは、買付者または買付提案者（以下「買付者等」といいます｡）が当社株式の一定数以上の買付けその他

の有償の譲受けまたはその提案（以下「買付け等」といいます｡）を行うにあたり、所定の手続に従うことを要請す
るとともに、かかる手続に従った場合であっても当該買付け等が当社の企業価値および株主共同の利益を著しく害
するものであると判断される場合には、かかる買付け等に対する対抗措置として、原則として新株予約権を株主の
皆様に無償で割り当てるものであります。

なお、本プランの有効期間は、2016年６月29日開催の定時株主総会の終結の時から2019年３月期に係る定時株主
総会の終結の時までとします。
本プランの対象となる買付け等は､（ⅰ）当社の株券等の保有者が保有する当社株券等に係る株券等保有割合の合

計､（ⅱ）当社の株券等の買付けその他の有償の譲受けまたはこれらに類似する行為を行う者が所有しまたは所有す
ることとなる当社の株券等およびその者の特別関係者が所有する当社の株券等に係る株券等所有割合の合計のいず
れかが、20％以上となる者による当社株券等の買付けその他の有償の譲受けもしくはこれらに類似する行為または
その提案とします（ただし、当社取締役会があらかじめ承認したものを除きます。このような買付け等を行いまた
は行おうとする者を以下「大量買付者」といいます｡)。
本プランに従って割り当てられる新株予約権（以下「本新株予約権」といいます｡）には、（ⅰ）大量買付者およ

びその関係者による行使を禁止する行使条件や､（ⅱ）当社が本新株予約権の取得と引換えに大量買付者およびその
関係者以外の株主の皆様に当社株式を交付する取得条項等を付すことが予定されております。

本新株予約権の無償割当てが実施された場合、かかる行使条件や取得条項により、当該大量買付者およびその関
係者の有する議決権の当社の総議決権に占める割合は、大幅に希釈化される可能性があります。

(4) 上記（2)、(3）の取組みが基本方針に沿い、当社株主の共同の利益を損なうものではなく、当社役員の地位の維
持を目的とするものではないことおよびその理由

イ. 経済産業省・法務省、東京証券取引所の買収防衛策に関する指針や基準を完全に充足しています。
ロ. 株主の皆様の判断のための情報や時間を確保するためのものであり、企業価値および株主共同の利益の確保ま

たは向上を目的として導入されたものです。
ハ. 定時株主総会での承認を経ており、株主意思を重視するものとなっています。
ニ. 対抗措置の発動は、当社と特別な利害関係のない社外役員や有識者に該当する委員3名以上により構成される独

立委員会を設置し、その勧告を最大限尊重した上で取締役会が決定するので、当社取締役会の恣意的判断を排
除できます。

ホ. 対抗措置の発動に関し、合理的な客観的要件を予め定めています。
ヘ. 独立委員会は独立した地位にある第三者の助言を得ることができ、判断の公正性、合理性をより強く担保でき

ます。
ト. 本プランは取締役会の決議によりいつでも廃止することが可能であり、デッドハンド型買収防衛策ではありま

せん。また、当社は取締役の任期を1年としており、期差任期制度を採用していないため、スローハンド型買収
防衛策でもありません。

以上の理由で当社取締役会は上記(2)、(3)の取組みが基本方針に沿い、当社株主の共同の利益を損なうものでは
なく、当社役員の地位の維持を目的とするものではないと判断いたします。

 
(注) 当社は、2019年５月15日開催の当社取締役会において、同年６月27日開催予定の当社第139期定時株主総会に

おける株主の皆様のご承認を条件に、上記当社株式の大量買付行為への対応策（買収防衛策）を更新すること
を決定いたしました。詳細につきましては、株主総会参考書類18ページに記載の第６号議案「当社株式の大量
買付行為への対応策（買収防衛策）の更新の件」をご参照ください。



〆≠●0
02_7024910091906.docx
 5/22/2019 1:11:00 PM印刷 1/10
 

― 11 ―

連 結 注 記 表
 

（連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）
1. 連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数 17社

(2) 主要な連結子会社の名称

KYODO PRINTING (VIETNAM) CO.LTD.、共同物流㈱、共同印刷西日本㈱、㈱コスモグラフィック

(3) 非連結子会社の名称

㈱バイオネット研究所、㈱マスカチ

連結の範囲から除いた理由

㈱バイオネット研究所及び㈱マスカチは小規模であり、総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）

及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、連結計算書類に重要な影響を及ぼさないため、連結の範囲から

除外しています。

 
2. 持分法の適用に関する事項

(1) 持分法適用の非連結子会社及び関連会社の数 ３社

(2) 主要な持分法適用の非連結子会社及び関連会社の名称

共同製本㈱、㈱バイオネット研究所、㈱マスカチ

(3) 持分法を適用していない関連会社の名称

㈱コスモスキャナー

持分法を適用しなかった理由

持分法非適用会社は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、

持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため

持分法の適用範囲から除外しています。

(4) 持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社については、各社の事業年度にかかる計算書類を使

用しています。

 
3. 連結の範囲及び持分法の適用の範囲の変更に関する事項

日本写真印刷コミュニケーションズ㈱が新たに設立した子会社（現共同日本写真印刷㈱）の発行済株式の90％

を取得し、当連結会計年度より連結の範囲に含めています。

TOMOWEL Promotion㈱及びTOMOWEL Payment Service㈱については新たに設立したことにより、当連結会計年度

より連結の範囲に含めています。

連結子会社であるデジタルカタパルト㈱が、㈱マスカチの発行済株式全数を取得したため、当連結会計年度よ

り持分法適用の範囲に含めています。

 
4. 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の共印商貿（上海）有限公司、KYODO PRINTING (VIETNAM) CO.LTD.及び PT Arisu Graphic Primaの

決算日は12月31日です。

連結計算書類の作成にあたっては、同日現在の計算書類を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引につ

いては、連結上必要な調整を行うこととしています。
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5. 会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券

その他有価証券

時価のあるもの………………決算期末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は、全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの………………移動平均法による原価法

② たな卸資産

製品、仕掛品…………………主として個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法により算定）

原材料、貯蔵品………………主として先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿

価切下げの方法により算定）

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産…………………

（リース資産を除く）

定額法。なお、主な耐用年数については、以下のとおりです。

建物及び構築物 31～50年

機械装置及び運搬具 ４～10年

② 無形固定資産…………………

（リース資産を除く）

定額法。なお、ソフトウエア（自社利用分）については、社内における利用可

能期間（５年）に基づいています。

③ リース資産……………………イ．所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっていま

す。

ロ．所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零（残価保証の取決めがある場合

には残価保証額）とする定額法によっています。

(3) 重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金……………………債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率、貸倒

懸念債権及び破産更生債権等については個別に回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しています。

② 賞与引当金……………………従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額を期間に対応して計上していま

す。

③ 役員賞与引当金………………役員の賞与の支給に充てるため、支給見込額を期間に対応して計上していま

す。

④ 環境対策引当金………………将来にわたる環境対策の処理支出（ＰＣＢ等）に備えるため、処理見込額を計

上しています。
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⑤ 厚生年金基金解散損失引当金……一部の連結子会社が加入する複数事業主制度の厚生年金基金が解散するのに伴

い発生する損失に備えるため、解散時の損失見込額を計上しています。

⑥ 固定資産解体費用引当金……本社建替えに伴う将来の固定資産解体処理支出に備えるため、解体時の処理見

込額を計上しています。

(4) 重要なヘッジ会計の方法

① ヘッジ会計の方法……………繰延ヘッジ処理を採用しています。なお、為替変動リスクのヘッジについて振

当処理の要件を充たしている場合には振当処理を採用しています。また、連結

会社間取引をヘッジ対象としている為替予約取引については、時価評価を行

い、評価差額を当連結会計年度の損益として処理しています。

② ヘッジ手段とヘッジ対象……ヘッジ手段…為替予約

ヘッジ対象…外貨建金銭債権債務

③ ヘッジ方針……………………社内規程等に基づき、外貨建取引の為替相場の変動リスクを回避する目的で為

替予約取引を行い、ヘッジ対象の識別は個別契約毎に行っています。

④ ヘッジ有効性評価の方法……当社が利用している為替予約については、社内規程等に従って、原則としてヘ

ッジ対象と同一通貨建による同一金額で同一期日の為替予約を振当てているた

め、その後の為替相場の変動による相関関係は完全に確保されているので、決

算日における有効性の評価を省略しています。

(5) のれんの償却に関する事項

のれんの償却方法及び償却期間…のれんの償却については、５年以内のその効果が及ぶと見積もられる期間で均

等償却を行っています。

(6) その他

① 退職給付に係る

会計処理の方法………………

退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末に

おける見込額に基づき、退職給付債務から年金資産を控除した額を計上してい

ます。なお、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度

までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっています。

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（８年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生

の翌連結会計年度から費用処理しています。

未認識数理計算上の差異については、税効果を調整の上、純資産の部における

その他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しています。

② 消費税等の会計処理…………消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式を採用しています。

 

（表示方法の変更に関する注記）

連結貸借対照表関係

｢『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」(企業会計基準第28号 平成30年２月16日）等を当連結会計年度の期

首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示する

方法に変更しています。
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（追加情報）

株式給付信託（ＢＢＴ)

当社は、2018年６月28日開催の第138期定時株主総会決議に基づき、当社の取締役及び執行役員並びに一部の当社子

会社における役付取締役（以下、｢取締役等」といいます｡）に対する新たな業績連動型株式報酬制度「株式給付信託

（BBT（＝Board Benefit Trust))」(以下、｢本制度」といいます｡）を導入しています。

本制度に係る会計処理については、｢従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱い｣

(実務対応報告第30号 平成27年３月26日) に準じて、総額法を適用しています。

(1) 取引の概要

本制度は、当社が拠出する金銭を原資として当社株式が信託を通じて取得され、取締役等に対して、当社及

び一部の当社子会社が定める役員株式給付規程に従って、業績達成度等に応じて当社株式及び当社株式を時価

で換算した金額相当の金銭が信託を通じて給付される株式報酬制度であります。なお、取締役等が当社株式等

の給付を受ける時期は、原則として、取締役等の退任時となります。

(2) 信託に残存する自社の株式

当社は、信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く｡）により、純資産の部

に自己株式として計上しています。当連結会計年度末における当該自己株式の帳簿価額は164百万円、株式数は

57,000株であります。

 

（連結貸借対照表に関する注記）

1. 有形固定資産の減価償却累計額 74,652百万円

2. 連結会計年度末日満期手形の処理

連結会計年度末日満期手形は、手形交換日をもって決済処理しています。なお、当連結会計年度末日は、金融

機関が休日であったため、次の連結会計年度末日満期手形が期末残高に含まれています。

受取手形 483百万円

支払手形 55百万円

その他（設備関係支払手形） 2百万円

 

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）

1. 当連結会計年度の末日における発行済株式の総数

普通株式 9,020,000株

2. 当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項
 

決 議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日

2018年６月28日
定時株主総会

普通株式 439百万円 50円00銭 2018年３月31日 2018年６月29日

2018年11月７日
取締役会

普通株式 441百万円 50円00銭 2018年９月30日 2018年12月７日

 
(注) 2018年11月７日取締役会決議による配当金の総額には「株式給付信託（ＢＢＴ)」の信託財産として、資産管理サ

ービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）が所有する当社株式に対する配当金２百万円が含まれています。
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3. 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

2019年６月27日開催の第139期定時株主総会において次のとおり付議する予定としています。
 

株式の種類 配当の原資 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日

普通株式 利益剰余金 439百万円 50円00銭 2019年３月31日 2019年６月28日
 
(注) 配当金の総額には「株式給付信託（ＢＢＴ)」の信託財産として、資産管理サービス信託銀行株式会社 (信託Ｅ口)

が所有する当社株式に対する配当金２百万円が含まれています。

 

（金融商品に関する注記）

1. 金融商品の状況に関する事項

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入や社債発行により

資金を調達しています。

受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿ってリスク低減を図っています。また、投

資有価証券は主として株式であり、上場株式については四半期ごとに時価の把握を行っています。

借入金の使途は運転資金（主として短期）及び設備投資資金（長期）であります。なお、デリバティブは社内

規程等に従い、実需の範囲で行うこととしています。
 
2. 金融商品の時価等に関する事項

2019年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。

 
連結貸借対照表計上額

(百万円)
時価

(百万円)
差額

(百万円)

(1) 現金及び預金 10,762 10,762 ―

(2) 受取手形及び売掛金 28,402 28,402 ―

(3) 投資有価証券    

その他有価証券 18,570 18,570 ―

(4) 支払手形及び買掛金 (17,936) (17,936) ―

(5) 社債 (8,000) (8,024) 24

(6) 新株予約権付社債 (5,000) (4,972) △27

(7) 長期借入金 (7,000) (7,007) 7

(8) デリバティブ取引 (*2) (7) (7) ―
 

(*1) 負債に計上されているものについては、( ）で示しています。

(*2) デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目に

ついては、( ）で示しています。
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(注1) 金融商品の時価の算定方法及びデリバティブ取引に関する事項

(1) 現金及び預金、並びに(2) 受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によ

っています。

(3) 投資有価証券

株式等は取引所の価格によっています。

(4) 支払手形及び買掛金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によ

っています。

(5) 社債

当社グループの発行する社債の時価は、元利金の合計額を当該社債の残存期間及び信用リスクを加味した利

率で割り引いた現在価値により算定しています。

(6) 新株予約権付社債

取引金融機関から提示された価格を時価としています。

(7) 長期借入金

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引い

た現在価値により算定しています。

(8) デリバティブ取引

取引金融機関から提示された価格を時価としています。

(注2) 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
 

区分 連結貸借対照表計上額(百万円)

非上場株式 322

非上場債券 13

その他 85
 

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、｢(3) 投資有

価証券 その他有価証券」には含めていません。

 

（賃貸等不動産に関する注記）

重要性がないため記載を省略しています。

 

（１株当たり情報に関する注記）

1. １株当たり純資産額 7,267円15銭
2. １株当たり当期純利益 126円01銭

 
(注) ｢株式給付信託（ＢＢＴ)」の信託財産として、資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）が所有する当社

株式を、１株当たり当期純利益の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めています。

１株当たり当期純利益の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数は35,077株です。
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個 別 注 記 表
 

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
1. 有価証券の評価基準及び評価方法
(1) 子会社株式及び関連会社株式………移動平均法による原価法
(2) その他有価証券  

時価のあるもの………………………期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入法によ
り処理し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの………………………移動平均法による原価法
2. たな卸資産の評価基準及び評価方法
(1) 製品、仕掛品…………………………個別法による原価法

(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）
(2) 原材料、貯蔵品………………………先入先出法による原価法

(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）
3. 固定資産の減価償却の方法
(1) 有形固定資産…………………………

(リース資産を除く)
定額法。なお、主な耐用年数については、以下のとおりです。
建物 31～50年
機械及び装置 ４～10年

(2) 無形固定資産…………………………
(リース資産を除く)

定額法。なお、ソフトウエア（自社利用分）については、社内における利
用可能期間（５年）に基づいています。

(3) リース資産……………………………イ．所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によってい
ます。

ロ．所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零（残価保証の取決めがある
場合には残価保証額）とする定額法によっています。

(4) 長期前払費用…………………………均等償却
4. 引当金の計上基準
(1) 貸倒引当金……………………………債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率、

貸倒懸念債権及び破産更生債権等については個別に回収可能性を勘案し、
回収不能見込額を計上しています。

(2) 賞与引当金……………………………従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額を期間に対応して計上して
います。

(3) 役員賞与引当金………………………役員の賞与の支給に充てるため、支給見込額を期間に対応して計上してい
ます。

(4) 退職給付引当金………………………従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び
年金資産の見込額に基づき、当事業年度末において発生していると認めら
れる額を計上しています。
数理計算上の差異については、各事業年度の発生時の従業員の平均残存勤
務期間以内の一定の年数（８年）による定額法により、それぞれ発生の翌
事業年度から費用処理することとしています。

 
  



〆≠●0
02_7024910091906.docx
 5/22/2019 1:11:00 PM印刷 8/10
 

― 18 ―

  
(5) 環境対策引当金………………………将来にわたる環境対策の処理支出（ＰＣＢ等）に備えるため、処理見込額

を計上しています。

(6) 固定資産解体費用引当金……………本社建替えに伴う将来の固定資産解体処理支出に備えるため、解体時の処

理見込額を計上しています。
5. ヘッジ会計の方法

(1) ヘッジ会計の方法……………………繰延ヘッジ処理を採用しています。また、為替変動リスクのヘッジについ

て振当処理の要件を充たしている場合には振当処理を採用しています。

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象……………ヘッジ手段…為替予約、ヘッジ対象…外貨建金銭債権債務

(3) ヘッジ方針……………………………社内規程等に基づき、外貨建取引の為替相場の変動リスクを回避する目的

で為替予約取引を行い、ヘッジ対象の識別は個別契約毎に行っています。

(4) ヘッジ有効性評価の方法……………当社が利用している為替予約については、社内規程等に従って、原則とし

てヘッジ対象と同一通貨建による同一金額で同一期日の為替予約を振当て

ているため、その後の為替相場の変動による相関関係は完全に確保されて

いるので、決算日における有効性の評価を省略しています。

6. その他

(1) 退職給付に係る会計処理……………退職給付に係る未認識数理計算上の差異の未処理額の会計処理の方法は、

連結計算書類におけるこれらの会計処理の方法と異なっています。

(2) 消費税等の会計処理…………………消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式を採用しています。
 
（表示方法の変更に関する注記）

貸借対照表関係

｢『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」(企業会計基準第28号 平成30年２月16日）等を当事業年度の期首か

ら適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示する方法

に変更しています。
 
（追加情報）

株式給付信託（ＢＢＴ）

株式給付信託（ＢＢＴ）に関する注記については、連結計算書類「連結注記表（追加情報)」に同一の内容を記載し

ています。
 
（貸借対照表に関する注記）

1. 有形固定資産の減価償却累計額 66,762百万円

2. 関係会社に対する金銭債権又は金銭債務

短期金銭債権 3,430百万円

長期金銭債権 1,233百万円

短期金銭債務 7,435百万円

3. 期末日満期手形の処理

期末日満期手形は、手形交換日をもって決済処理しています。なお、当期末日は、金融機関が休日であったた

め、次の期末日満期手形が期末残高に含まれています。

受取手形 480百万円
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（損益計算書に関する注記）

1. 関係会社との取引高

売上高 2,076百万円

仕入高等 19,886百万円

営業取引以外の取引高 1,717百万円

 

（株主資本等変動計算書に関する注記）

当事業年度末日における自己株式の数

普通株式 294,348株

(注) ｢株式給付信託（ＢＢＴ)」の信託財産として、資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）が所有する当

社株式57,000株が含まれています。

 

（税効果会計に関する注記）

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 (単位：百万円)

繰延税金資産

賞与引当金 253

退職給付引当金 1,600

固定資産解体費用引当金 602

減価償却費 197

減損損失 944

関係会社株式評価損 769

その他 291

評価性引当額 △1,041

繰延税金負債（固定）との相殺 △3,618

繰延税金資産合計 ―

 

繰延税金負債

固定資産圧縮積立金 1,035

その他有価証券評価差額金 4,006

その他 239

繰延税金資産（固定）との相殺 △3,618

繰延税金負債合計 1,663
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（関連当事者との取引に関する注記）

子会社及び関連会社等

属性 会社等の名称
資本金又は
出資金
(百万円)

事業の内容
議決権等の
所有割合

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

子会社

共同物流㈱ 70 梱包・輸送業 100％
梱包・輸送業務
委託先

ＣＭＳ預入
(注)1

2,704

ＣＭＳ預り金 1,859
ＣＭＳ払出
(注)1

2,812

㈱コスモグラ
フィック

95 製版業 100％ 製版業務委託先

ＣＭＳ預入
(注)1

2,134

ＣＭＳ預り金 1,809
ＣＭＳ払出
(注)1

2,267

共同ＮＰＩパ
ッケージ㈱

45 紙器製品の製造 65％ 生産業務委託先
設備賃貸
(注)2

423 設備賃貸料 ―

共同日本写真
印刷㈱

20 印刷業 90％ 製品の販売先
製品の販売
(注)3

1,456 売掛金 1,572

取引条件及び取引条件の決定方針等
(注) 1. グループ内資金の円滑運用のためにＣＭＳ（キャッシュ･マネジメント・システム）を導入しています。

なお、約定利息については市場金利を勘案した上で合理的に決定しています。
2. 設備賃貸料については、市場価格等を参考に決定しています。
3. 価格その他の取引条件は市場価格等を参考に決定しています。
4. 上記の取引金額には消費税等は含まれていません。期末残高には消費税等を含めています。

 
（１株当たり情報に関する注記）

1. １株当たり純資産額 6,426円64銭

2. １株当たり当期純利益 212円07銭
 

(注) ｢株式給付信託（ＢＢＴ)｣ の信託財産として、資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）が所有する当社
株式を、１株当たり当期純利益の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めています。

１株当たり当期純利益の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数は35,077株です。

 


